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　Electronic blocking system that is a train control system used in secondary lines with single track and one blocking be-
tween two stations has been deteriorated, so that it is urgent to update the system. To reduce the cost for updating, a train 
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１．はじめに

1. 1　背景

　近年，地方交通線などの，単線で駅間 1 閉そくの区間

における列車制御システムとして導入されている特殊自

動閉そく方式のうち，電子符号照査式（電子閉そく）１）は，

システムの老朽化が進んでおり，その更新が検討されて

いる。現行の電子閉そくでは，駅での列車の到着情報お

よび出発要求に関する情報を車上から地上への無線通信

により伝送しており，システムの更新に際しては，低コ

ストでかつ現行のシステムと同様に無線を利用したシス

テムが望まれている。そこで，地上信号機の機能を車上

に移行することで地上設備を削減し，駅周辺の限定した

エリアでのみ地上－車上間の通信を行うことで現行のシ

ステムと同等の機能を満足させることを目指した新たな

列車制御システムが提案されている２）３）４）。本稿では，

提案されている地方交通線向け列車制御システムにおけ

る通信ネットワークを，汎用通信技術を用いた通信機器

により構築するため，通信ネットワークに求められる要

求仕様と，仕様に基づく通信手段および伝送方式の検討

結果について述べ，通信ネットワーク構成の提案と検証

試験の結果について報告する。さらに，汎用通信技術の

列車制御用通信ネットワークへの適用に向けた今後の課

題について示す。

1. 2　汎用通信技術

　近年，Wi-Fi をはじめとする汎用通信技術が普及し，

鉄道においても使用されている。本稿で述べる「汎用通

信技術」とは，鉄道での利用に特化した専用通信方式以

外の無線および有線通信方式のことを指す。本検討では，

自営で通信回線を構築することを前提に，地方交通線向

け列車制御システムへの適用が可能で，運用しやすい通

信方式を提案する。

２．列車制御システム用通信ネットワークの概

要

　提案する列車制御システムにおける，基本的な通信

ネットワークの構成を図 1 に示す。ネットワークは主に

中央装置，中央管理装置，駅制御端末，および車上装置

を相互に接続するために構成する。中央装置および中央

管理装置は各駅の制御端末を統括する役割があり，有線

通信により各駅の制御端末と接続している。駅制御端末

は，駅構内の制御情報に基づき，転てつ機等の制御を行

うとともに，中央管理装置と車上装置の情報伝送を中継

する役割があり，駅制御端末に接続された無線機を介し

て車上装置と接続する。よって，中央管理装置―車上装

置間の通信は，列車が無線通信エリア内にいる間に限定

される。また，基本機能を満足するために必要な無線通

信エリアは，駅に到着したことを車上側が認識するため

の地上子から，列車の停止位置目標を含み，進出側分岐

の車両接触限界までである。なお，無線機は各駅の進行
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方向に 1 台ずつ設置することを基本とし，必要に応じて

複数設置する。

図１　システムのネットワーク基本構成

 鉃 道 総 研 報 告 

2  RTRI  REPORT 
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2.1 駅間通信 

中央管理装置と各駅の駅制御端末間の通信は，既存の

メタルケーブルを利用した高速データ通信が可能な

SHDSL(Single-pair High-speed Digital Subscriber Line)方式

のモデムを用いることとした。SHDSL モデムの伝送速度

は，制御情報の電文長，無線通信における通信可能エリ

アの広さ，駅間距離に加え，音声通話機能を付加するこ

とを想定した速度で設定する。 
 
2.2 地上－車上間通信 

無線通信区間では，免許が不要でなおかつ前述した音

声通話機能を考慮した伝送速度を満足できる汎用無線通

信方式として無線 LAN を使用することとした。さらに

無線 LAN の中でも登録台数が少ないことから比較的干

渉を受けにくいと考えられ，これまで対列車通信用途で

の使用実績のない 5GHz 帯無線 LAN(IEEE 802.11a) ５）を

選定した。地上側のアンテナは，列車と対面する方向に

指向性を有し，車上側のアンテナは，列車の進行方向に

指向性を有するものを使用することとした。なお，駅制

御端末と地上無線機の接続は，その距離に応じて LAN ケ

ーブルまたは光ケーブルを用いることとした。 
さらに，特定の機種やメーカーに依存した機能の使用

は極力避け，できるだけ規格に準拠した機能のみでシス

テムを構築することとした。 
 
2.3 通信機器の設置方法 

各駅の地上に設置する通信機器の構成例を図 2 に示す。

SHDSL モデム，ネットワークスイッチおよび駅制御端末

は駅の機器室内への設置を想定している。隣駅からの情

報は，メタルケーブルを介して SHDSL モデムの LAN イ

ンターフェイスから駅制御端末および各無線機に接続し

ているネットワークスイッチに至る構成とした。無線機

および無線機に接続している地上アンテナは，無線通信

エリアを考慮して決められた電化柱等に固定する。さら

に，安定性を向上させるため，垂直偏波および水平偏波

の両偏波を用いる偏波ダイバーシチを採用することとし

た。  

車上の通信機器の構成例を図 3 に示す。車上の通信機

器は，アンテナ，無線機，ネットワークスイッチ，測定

用 PC および車上装置で構成されている。アンテナで受

信した地上からの情報は，無線機およびネットワークス

イッチを通じ，車上装置に伝送される。 

 
図２ 各駅の通信機器の構成 

 

 
図３ 車上に仮設した通信機器の構成 

 

３．機能検証試験 

前章で示したネットワーク構成に基づき，機能を確認

するための試験を実施した。本章では，試験の概要とそ

の結果について記す。 
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3. 1. 1　駅間通信

　駅間は，2.1 節で述べたように，駅間のメタルケーブル

に接続する SHDSL モデム，ネットワークスイッチおよび

駅制御端末で構成される。各機器を駅の信号機器室に仮

設して，各駅の制御端末間におけるスループットを測定

した。ここで，SHDSL モデムの伝送速度は，列車の制御

に必要なデータ伝送速度（約 100kbps）と音声通話に必要

なデータ量（約 100kbps/ 回線），駅間距離やモデムで設

定可能な伝送速度を考慮した結果，1.5Mbps に設定した。

3. 1. 2　地上－車上間通信

　地上－車上間の通信には，2.2 節で述べたように，

IEEE 802.11a に準拠した無線 LAN を使用した。無線部

分の伝送速度は，前節で述べた伝送が必要なデータ量と

設定可能な速度を考慮して 6Mbps に設定した。アンテ

ナは，無線機と一体で技術適合証明を取得している必要

があるため，地上側には 1 台で垂直偏波および水平偏波

の両偏波に対応した平面アンテナを，車上側には，偏波

方式（垂直偏波・水平偏波）の異なる 2 つの平面アン

テナをそれぞれ使用した。無線機の SSID（Service Set 
Identifier）は，異なる進行方向の列車との通信に用いる

無線機との誤接続を防ぐため，列車の各進行方向に 1 つ

ずつ設定した。さらに，同一通信エリア内で無線機を複

数使用する場合，干渉による通信不具合を防止するため，

各無線機の無線チャンネルが重ならないようにチャンネ

ルを設定した。無線部分での暗号化については，市販の

装置に標準搭載されている WPA2（Wi-Fi Protected Ac-
cess 2）に基づく AES（Advanced Encryption Standard）
方式を用い，認証は PSK（Pre Shared Key）方式を用いた。

　測定では，車上側無線機を実列車に仮設し，車上無

線機側での受信信号強度および，地上－車上間のスルー

プットまたは応答時間を測定した。さらに，その結果を

基に地上－車上間の通信可能エリアを確認した。ここで，

電波の受信信号強度については，車上無線機の RSSI
（Received Signal Strength Indication）を測定した。また，

スループットの測定およびデータ伝送特性の確認は，中

央管理装置の仮設機器室と車上間で行った。ここで，ス

ループットの測定には回線特性測定ツール iperf による

UDP（User Datagram Protocol）通信を，応答時間の測定

には ping コマンドによるデータ伝送をそれぞれ用いた。

3. 2　アンテナ配置

　2.3 節で述べた通信機器の設置方法に基づき，各駅に

設置した機器の例を図 5 に，車上に設置した機器の例を

図 6 にそれぞれ示す。

　試験は，駅周辺に見通しがある駅と曲線により見通し

がとれない駅のそれぞれに合わせた条件でアンテナを設

置して行った。駅周辺の線路がほぼ直線であり，周囲の

見通しが良い駅については， 図 7 に示す D 駅のように

機器を配置した。一方，駅の進入側が急なカーブとなっ

ている C 駅については，通信エリアを確保するために，

駅の外方において，同一の進行方向にアンテナを 2 つ仮

設した（図 8）。

図８　地上のシステム構成の例（C 駅）

図７　地上のシステム構成の例（D 駅）

図６　運転台に仮設した機器

図５　電化柱に仮設した無線機およびアンテナ
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定可能な伝送速度を考慮した結果，1.5Mbps に設定した。 
 
3.1.2 地上－車上間通信 

地上－車上間の通信には，2.2 節で述べたように，IEEE 
802.11a に準拠した無線 LAN を使用した。無線部分の伝

送速度は，前節で述べた伝送が必要なデータ量と設定可

能な速度を考慮して 6Mbps に設定した。アンテナは，無

線機と一体で技術適合証明を取得している必要があるた

め，地上側には 1 台で垂直偏波および水平偏波の両偏波

に対応した平面アンテナを，車上側には，偏波（垂直偏

波・水平偏波）の異なる 2 つの平面アンテナをそれぞれ

使用した。無線機の SSID（Service Set Identifier）は，異

なる進行方向の列車との通信に用いる無線機との誤接続

を防ぐため，列車の各進行方向に１つずつ設定した。さ

らに，同一通信エリア内で無線機を複数使用する場合，

干渉による通信不具合を防止するため，各無線機の無線

チャンネルが重ならないようにチャンネルを設定した。

無線部分での暗号化については，市販の装置に標準搭載

されている WPA2(Wi-Fi Protected Access 2)に基づく

AES(Advanced Encryption Standard)方式を用い，認証は

PSK(Pre Shared Key)方式を用いた。 
測定では，車上側無線機を実列車に仮設し，車上無線

機側での受信信号強度および，地上－車上間のスループ

ットまたは応答時間を測定した。さらに，その結果を基

に地上－車上間の通信可能エリアを確認した。ここで，

電波の受信信号強度については，車上無線機の RSSI
（Received Signal Strength Indication）を測定した。また，

スループットの測定およびデータ伝送特性の確認は，中

央管理装置の仮設機器室と車上間で行った。ここで，ス

ループットの測定には回線特性測定ツール iperf による

UDP（User Datagram Protocol）通信を，応答時間の測定に

は ping コマンドによるデータ伝送をそれぞれ用いた。 
 

3.2 アンテナ配置 

2.3 節で述べた通信機器の設置方法に基づき，各駅に設

置した機器の例を図 5 に，車上に設置した機器の例を図

6 にそれぞれ示す。 
試験は，駅周辺に見通しがある駅と曲線により見通し

がとれない駅のそれぞれに合わせた条件でアンテナを設

置して行った。駅周辺の線路がほぼ直線であり，周囲の

見通しが良い駅については， 図 7 に示す D 駅のように

機器を配置した。一方，駅の進入側が急なカーブとなっ

ている C 駅については，通信エリアを確保するために，

駅の外方において，同一の進行方向にアンテナを 2 つ仮

設した（図 8）。 
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４．試験結果

4. 1　駅間の通信品質測定

　図 9 に示すような駅間のネットワークにおいて，各駅

の制御端末間の SHDSL 方式モデムを介したスループッ

トを表 1 に示す。表 1 に示した結果より，いずれの駅間

においてもモデムの設定値に近い 1.4Mbpsのスループッ

トが得られた。よって，SHDSL モデムにより，本シス

テムに必要な駅間の伝送速度が確保できていることを確

認した。

図９　駅間ネットワーク
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を 6Mbps に設定しているにも関わらず，本試験結果のス

ループットが 1.4Mbps となっているのは，中央管理装置

を仮設した駅とD駅の駅制御端末間の有線部分の伝送速

度が 1.4Mbps に制限されているためである。一方で，ス

ループットが 1.4Mbps より大きい箇所があるのは，パケ

ットの遅延等による合算によるものである。 
 

4.2.2 見通しの悪い環境での測定結果(C駅) 
図 8 に示した C 駅について，遠方のアンテナ（アンテ
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IEEE802.11a の規格で定義されている機能ではないが，

車上無線機が通信を行う地上無線機を高速で切り替える

機能であるローミング機能の有無による比較も行った。

図 11 に示した測定結果より，ローミング機能を無効に

して測定した場合，アンテナ 1 を介した中央管理装置―
車上装置間通信は可能であるものの，今回仮設したアン

テナ間隔では，アンテナ 2 を介する通信に切替が完了で

きなかったことが確認できる。一方，ローミング機能を

有効にした場合，アンテナ 1 からアンテナ 2 を介する通

信への切替が行われたことが確認できる。これにより，

ローミング機能がない場合と比較して，通信エリアが約
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結果より，受信強度の確認だけでなく，データ伝送が可

能であることを確認した。 
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表１　各駅間の距離およびスループット

距離 スループット
C 駅－ D 駅 7.2 km 1.4 Mbps（双方向）
D 駅－ E 駅 7.3 km 1.4 Mbps（双方向）
E 駅－ F 駅 11 km 1.4 Mbps（双方向）
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４．試験結果 
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図９ 駅間ネットワーク 
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５．通信エリアの考え方

　今回対象としている列車制御システムに拡張機能を実

装する場合には，無線通信エリアについても拡張する必

要がある。ここで C 駅での測定結果から，拡張機能に

関する通信エリアの考え方について検討を行う。一例と

して，何らかの理由により，駅へ進入する列車を緊急で

停止させる機能（緊急停止機能）を，本システムで実現

する場合に必要な通信エリアについて検討した。
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　図 12 に示すように駅に接近しようとする列車が止ま

るまでに必要とされる距離を xとする。当該線区の最高

速度を V0，列車の減速度を a ，無線のリンクが確立し

てから情報が車上に伝わり，ブレーキ操作を開始するま

でにかかる時間を t1，列車のブレーキ操作から制動開始

までの時間を t2，制動開始から列車が止まるまでの時間

を t3 とすると式 (1) および式 (2) が成り立つ。

 t V
a3
0=             (1)

 x t t t V at= + + −( )1 2 3 0 3
21

2
          (2)

V0=75km/h，a=2.1km/h/s，t1=3s，t2=3s と仮定すると，

x=497m となる。列車が駅への進入を回避するには，D
駅の場合にはアンテナから約 300m 離れた地点で停車

させる必要があるため，無線通信エリアはアンテナか

ら約 797m 確保する必要がある。前述したように提案

している列車制御システムでは，制御情報のみであれ

ば 100kbps 程度の伝送速度があれば十分であるため，図

10 に示した測定結果より，今回試験を実施した D 駅で

あれば，アンテナから約 800m 離れた場所，すなわち駅

構内の手前で列車を停車させることが可能であるといえ

る。さらに，非常停車した後も列車は無線通信エリア内

にあるため，停止からの運転再開も無線により可能であ

ると考えられる。なお，本拡張機能を実現する場合，機

器等の故障で列車停止の制御情報が確実に車上に伝送で

きない事象が発生すると，そのまま列車は走り続け，駅

構内に進入してしまうことが懸念される。そこで，例え

ば ATS-Dx などの保安装置が保有する車上データベース

の位置情報と連携させて，車上のブレーキパターンを駅

構内手前までとしておき，列車の進入に合わせてブレー

キパターンを解除する方法や，位置情報から列車が無線

通信エリアにいるかどうかを判定し，無線通信エリア内

を列車が走行中には，周期的にパケットを伝送するとと

もに，一定時間届かない場合には列車を止める機能を持

たせることで，フェールセーフ性を確保することが可能

である。

図 12　緊急停止情報の伝送に必要な通信エリア（D 駅）
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6.1 導入予定線区を想定した無線回線設計 
電波は大地や周囲の建物等の反射を受け，さまざまな

経路で伝搬する（マルチパス伝搬）６）。特に鉄道環境に

おいては，地上－車上間の伝搬を考慮した際，図 13 に示

すような，地上無線機から車上無線機への直接波および

大地を反射する反射波による伝搬が想定される。大地反

射を考慮した伝搬は 2 波干渉モデルと呼ばれる伝搬モデ
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大地の反射は水平に近い入射角であるため，反射係数は
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図 10 に示した測定結果より，今回試験を実施した D 駅

であれば，アンテナから約 800m 離れた場所，すなわち

駅構内の手前で列車を停車させることが可能であると

いえる。さらに，非常停車した後も列車は無線通信エリ

ア内にあるため，停止からの運転再開も無線により可能

であると考えられる。なお，本拡張機能を実現する場合，

機器等の故障で列車停止の制御情報が確実に車上に伝

送できない事象が発生すると，そのまま列車は走り続

け，駅構内に進入してしまうことが懸念される。そこで，

例えば ATS-Dx などの保安装置が保有する車上データ

ベースの位置情報と連携させて，車上のブレーキパター

ンを駅構内手前までとしておき，列車の進入に合わせて

ブレーキパターンを解除する方法や，位置情報から列車
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6. 2　チャンネル干渉対策

　無線通信では，通信の安定化を図る手法のひとつとし

て，干渉発生時にチャンネルを変更する方法がある。し

かし，その一方，チャンネルの変更時に一時的に通信が
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できない時間が発生し，列車が通信エリアを走行するタ

イミングと重なると，地上－車上間の通信に支障をきた

す恐れがある。そこで，干渉発生時の無線機の挙動を把

握するとともに，チャンネル切替に要する時間の測定等

を行い，干渉による影響およびその対策案を検討する必

要がある。

　なお，チャンネル切替については，同一周波数帯（5GHz
帯）だけでなく，IEEE802.11b/g７）８）（2.4GHz 帯）の無

線 LAN も活用した対策も視野に入れた検討を予定して

いる。

6. 3　DFS 機能動作時の挙動

　本検討で用いた通信規格 IEEE802.11a の周波数帯は，

各種レーダー（船舶，航空等）と周波数を共用している。

そのため，屋外で利用する際には，使用チャンネルでレー

ダーの信号を検知した場合に，当該チャンネルの電波を

30 分間停止する機能（DFS 機能）を備えるよう，電波

法により定められている。近年では，通信を行いながら

他チャンネルの状態を監視しておき，レーダー信号を検

知した場合には，短時間で他のチャンネルに切り替える

機能を備えた無線機が市販されている。そこで，当該機

能によるチャンネル切替時間を把握し，前節のチャンネ

ル干渉時と同様にその影響と対策案の導入を検討する必

要がある。

6. 4　他の無線システムによる実現可能性の検討

　本稿ではこれまで，低コストでシステムを実現させる

ため，市販の 5GHz 帯の無線 LAN を前提に検討を進め

てきた（一部で 2.4GHz 帯無線 LAN の活用も検討）。し

かし，干渉問題等を想定する対策案で解決することが困

難な場合に備えて，特定小電力無線や総務省への登録が

必要な 4.9GHz 帯の無線 LAN９），業務用無線等によるシ

ステム実現の可能性についても検討を行う必要がある。

７．おわりに

　本検討では，地方交通線向け列車制御システムへの汎

用通信技術の適用を目指し，営業線において 5GHz 帯無

線 LAN と SHDSL モデムを用いたネットワークを提案

するとともに，通信性能の検証試験を行った。その結果，

システムの基本動作に必要な情報の伝送が可能なことを

確認した。今後は，実用化に向けた課題の解決方法の検

討を行うとともに，長期運用による安定性の確認を通し

て，汎用通信技術の地方交通線向け列車制御システムへ

の適応を目指していく予定である。
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